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サービス・ラーニングに基づく環境保全及び地域活性化
の取り組みと大学生の意識に関する考察

－「地域プロジェクト活動」の事例をもとに－

芳 賀 普 隆††

Ⅰ．はじめに

近年、社会から大学教育への要望として、社会人基礎力の育成、体験型学習に対

する期待の高まり（飯田（２０１８））や「社会人基礎力」（文部科学省（２００６））、中央

教育審議会が示した「学士課程教育の構築に向けて（答申）」（２００８）などがある。

そのことは、アクティブ・ラーニング（Active Learning、以下、ALと略称）（文
部科学省HP）、PBL（Project Based Learning、以下、PBLと略称）（佐藤（２０１０）、
田蔵（２０２３））、サービス・ラーニング（Service Learning、断りのない限りSLと
略称）（村上（２００７）、河合・木村（２０１３））等の類似の用語が多く用いられるとと

もに、実践的演習教育としても注目されるようになった。

筆者が勤務している長崎県立大学では、本学独自のプログラムである「しまなび」

プログラム１がある。全学で離島対象の問題解決型学習であり、社会人基礎力２醸成

手法としても位置付けられている。そのことから、しまなびや、本学でその他の体

験・実践学習のようなPBLプログラムを演習において確立すべく、地域創造学部
実践経済学科・芳賀ゼミでは主に２年生、３年生対象に、ゼミ独自の取り組みとし

て「地域プロジェクト活動」（後述）を行っている。２０１９年試行、２０２０年度から現

† 長崎県立大学地域創造学部 実践経済学科 准教授

１ 「しまなび」プログラムとは、長崎県の「しま」（対馬、壱岐、五島、新上五島、小値賀、宇久、的山大

島）を佐世保校、シーボルト校に次ぐ第３のキャンパスとして位置づけ、学生が主体的・実践的に学ぶPBL
学習法（project based learning 課題解決型学習法）を導入するとともに、「しま」での体験を通じて、
グローバルな視点を持つとともに、ローカルな視点で地域課題に取り組むことができる人材の育成を目的

とした教育プログラムでのことである。本プログラムは講義科目「長崎のしまに学ぶ」（必修科目）と演習

科目「しまのフィールドワーク」（選択必修科目）の２つの科目から構成され、「しま」の課題等に対し、

学生自身が解決策や対応方法を考えることで、課題発見力、分析力、積極性、協調性などの社会人として

求められる能力を涵養する。（長崎県立大学HP「長崎県立大学 独自教育プログラム「しまなび」プログ

ラム しまをキャンパスに新しい学びを始めよう」より転載。）

２ 社会的基礎力については、文部科学省HP「社会人基礎力」を参照。
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在にわたって実施している。

AL、PBL、SLの定義や論点は多様であるが、本稿ではSLを軸に論を展開した
い。SLの概念・定義については複数あり後述するが、高等教育がティーチングか
らラーニングへと重点を切り替える中、学生が「学びがい」を実感できるような教

育方法の模索が続けられており、サービス・ラーニングはその一つ３、と捉えられ

ている。

本稿の問題意識として、「地域プロジェクト活動」に参加している学生が課題解

決型学習・活動に参加することによる教育効果や意識の変化の有無がある。この点

に関しては、ALやPBL、SL活動、課題解決型学習等に参画している学生の意識
や教育効果に関する先行研究として松本（２０１３）、飯田（２０１８）、坂本（２０２０）、坂

本（２０２１）などがある。しかしながら、実践型教育に参画している学生の意識に関

する定量的な分析の蓄積は少ない。また、今回使用する分析手法であるテキストマ

イニングによる、大学での実践的教育に対する効果分析に関しては、荒尾・千葉

（２０１４）、八桁（２０１８）、飯田（２０１８）、吾妻・筒井（２０１９）、有川（２０２０）、神野他

（２０２１）、などがある。芸術系、医療・看護系、教職課程等におけるAL等の取組
みに関する教育効果分析はあるものの、環境分野における実践的取り組みの教育効

果分析はほとんどみられない。とりわけ、SLのような活動に学生が参加すること
により、学生の学びや地域に対するものの見方、学びに対する意識の変化があった

のか、実践的活動に参画することによる学生自身の気づきについての検討はなされ

ていない。すなわち、地域プロジェクト活動を体験したことによる学生の意識の変

化の有無について分析することが筆者の問題関心である。

そこで本稿では、まずSL、PBLやALといった実践型演習教育の概念を整理す
るとともに、類似概念の関係性やSLの位置づけについて既存研究をもとに検討す
る。続いて、当ゼミが実施している「地域プロジェクト活動」の考え方や内容、経

緯を概観するとともに、これまでの先行研究を踏まえながら、「地域プロジェクト

活動」における実践型教育の位置づけを行う。

また上記の問題意識に基づき、当ゼミに所属していた２年生及び３年生のゼミ生

に対し、地域プロジェクト活動を振り返り、学生の意識について問うアンケート調

査の回答結果をもとに集計するとともに、テキストマイニングを使用して言説分析

を行った。今回は簡易な分析に留まるが、暫定的な結果を示すとともに、集約した

結果に対する考察と今後の課題を述べることにする。

３ 時任（２０２０）p.９３。
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Ⅱ．サービス・ラーニング関連の概念に関する議論

２.１ サービス・ラーニングの背景

「サービス・ラーニング」という言葉は、１９３０年代後半にアメリカで生まれたも

ので、１９８０年代に米国の大学教育で定着し、１９９０年度に欧州やアジア諸国に広がっ

た４。現在アメリカでは１０００を超える大学、コミュニティ・カレッジにおいてサー

ビス・ラーニング関連科目が提供されているという５（田邉（２０１７））。

一方、日本における教育機関でのSL導入は，中教審「青少年の奉仕活動・体験
活動の推進方策等について（答申）６」（２００２）以降，積極的に図られ，様々な実践

報告や教育効果の検証がなされるようになってきた。その後、中央教育審議会

（２００５）における「我が国の高等教育の将来像（答申）７」を経て、中央教育審議会

（２００８）「学士課程教育の構築に向けて（答申）」において、「学生に目的意識を持

たせ、学習意欲を喚起する観点から、地域や産業界との連携を深め、外部人材の参

画を積極的に得たり、質の高い体験活動の機会を積極的に設けたりするなど、開か

れた教育活動を推進することも有意義である８。」さらに、中央教育審議会（２０１２）

では、「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け、主

体的に考える力を育成する大学へ～（答申）」の「３.これからの目指すべき社会像
と求められる能力」において、「…持続可能で活力ある地域の形成も極めて重要か

つ喫緊の課題である。大学が地域再生の拠点となるとともに、地域の未来を担う有

為な人材の育成に責任を持つことが求められる９。」と明記され、大学に対する地域

貢献に大きな期待が寄せられている。

４ 詳細は、黒沼（２０２１）第１部１を参照。

５ また、黒沼（２０２１）によれば、サービス・ラーニングは、効果の高い教育実践であると全米大学・カレッ

ジ協会に認定されていて、２０２１年現在、全米の３分の１にあたる１,０００以上の大学がサービス・ラーニング
の大学連合であるキャンパス・コンパクトに加盟しているという。（同上、p.３）。
６ 中央教育審議会（２００２）「青少年の奉仕活動・体験活動の推進方策等について（答申）」（文部科学省HP）
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo０/toushin/１２８７５１０.htm（最終閲覧日：２０２５年９月
７日）。なお、この時期からサービス・ラーニングが取り上げられたという見解は、黒沼（２０２１）p.４に拠
る。

７ 中央教育審議会（２００５）「我が国の高等教育の将来像（答申）第１章 新時代の高等教育と社会」（文部

科学省HP）https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo０/toushin/attach/１３３５５８１.htm（最終
閲覧日：２０２５年９月７日）

８ 中央教育審議会（２００８）pp.１５-１６。
９ 中央教育審議会（２０１２）p.９。
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２.２ サービス・ラーニングの定義

SLの定義や概念の議論に関しては、Sigmon（１９９４）、Jacoby & associates
（１９９６）、Learn and Serve America’s National Service-Learning Clearing-
house、村上（２００７）、桜井・津止編著（２００９）、中央教育審議会（２０１２）（用語集
内）、津曲（２０１３）、中里他（２０１６）、逸見（２０１７）、黒沼（２０２１）など数多くあり、

統一された定義はないもの、「奉仕」（サービス）と「学習」（ラーニング）を結び

つけた概念・定義がある。それらのうち、時任（２０２０）によれば、サービス・ラー

ニングは「「サービス活動と学習活動」を一体化させたものであり、他者や社会に

とって役立つ活動（サービス）への参画を通した学習（ラーニング）を目的とした

教育プログラムである」１０、という。

SLは、桜井・津止編（２００９）によれば次の特徴を兼ね備えているという。第１
に、サービス（奉仕）を通じて、現実社会へ何らかのインパクトを与えることであ

る。用意された疑似的な体験ではなく、真に人々の役に立ったという、リアルな体

験こそがサービス・ラーニングでは重要となる。第２に、それは単なる体験ではな

く、構造化された教育的取組であるということである。すなわち、ボランティア活

動であれば何でもよい、ということではなく、学修目的に沿った活動が取り組まれ

なければならない。また、このために、サービス・ラーニングではどのように人々

によい影響を与えたか、そして学生自身が何を学んだか、という「振り返り」（reflec-
tion）を活動中や活動後に行うことが重視される。それによって学習や認知発達、
ならびに将来的なコミュニティへの貢献が強化されるのである１１（Eyler（２００２））。

２.３ PBL及びALの概念及びSLとの関係性

２.３.１ PBL及びALの概念

ここでは、SLと類似の概念であるPBL、ALの概念を整理するとともに、SLと
の関係性や本稿で述べるSLの位置づけについて述べることにする。
ALは、「一方向な知識伝達型講義を聴くという（受動的）学習を乗り越える意
味での、あらゆる能動的な学習のこと。能動的な学習には、書く・話す・発表する

などの活動への関与と、そこで生じる認知プログラムの外化を伴う。」と定義され

る１２。

一方、PBLはALの学習方法の一種である。問題解決学習（Problem Based

１０ 時任（２０２０）p.９３。
１１ 詳細は、Eyler（２００２）及び桜井・津止編著（２００９）序章 を参照。

１２ 溝上（２０１４）p.７。
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Learning）または、プロジェクト学習（Project Based Learning）の略称である。
前者の問題解決学習とは、実世界で直面する問題やシナリオの解決を通して、基礎

と実世界とを繋ぐ知識の習得、問題解決に関する能力や態度等を身につける学習の

ことである。それに対して、後者のプロジェクト学習は、「実世界に関する解決す

べき複雑な問題や問い、仮説をプロジェクトとして解決・検証していく学習のこ

と１３」である（溝上（２０１６））。ALの目的は、松下佳代によれば「「正解・回答のあ
る課題に取り組み知識・技能を得ること」ではなく、「世界のない議論（課題）を

通して問題解決のアプローチ方法を身につけること」であり、最終的に「主体的・

協働的に問題を発見し、解決する能力」を養うこと」である１４。

それでは、２.２で述べたSLとはどのような関係性なのであろうか。前述の溝上
の定義にあるようなALの「書く・話す・発表するなどの活動への関与と、そこで
生じる認知プログラムの外化」という特徴に加え、地域社会での活動が伴うSLは
AL型の教育手法の一つであるといえる。つまり、能動的な学習全体を示す統括的
な言葉としてAL型授業があり、その一つとしてSLがあるといえる。しかし時任
（２０２０）によれば、「同じアクティブ・ラーニング型授業に位置づけられるとはい

え、問題解決型学習が「問題の解決」に重点を置く学習方法であるように、サービ

ス・ラーニングも他とは異なる重点がある」１５という。以下では、時任の説明をも

とに、他の教育方法と比較しながら、SLの位置づけについて整理する。

２.３.２ SLと他の教育手法における重点の違い

時任隼平は、SLの比較対象としてボランティア学習（地域社会の奉仕活動）及
び実習・インターンシップ・フィールド調査等を取り上げ、両者の違いを論じてい

る１６。

第１に、目的についてである。SLが単なるボランティア学習ではないことや、
学習者が取り組む活動は地域社会のニーズに沿ったものであり、そこへの貢献を目

的としているのに対し、ボランティア学習は一方的な奉仕活動１７であり、フィール

ドスタディ（実地調査）はラーニングを強調する側面がある。また、SLは伝統的
なボランティア活動の概念に基づくものの、ボランティアサービスを提供する学生

側とそれを受ける側とが対等の互酬関係に立つため、前述の２つの教育手法とは異

１３ 溝上（２０１６）p.１１。なお、PBLの定義や期限、概念の発展の詳細については、田蔵（２０２３）も参照。
１４ 詳細は、松下（２０１５）p２８-９１参照。
１５ 時任（２０２０）pp.９６。
１６ 詳細は、時任、同上、pp.９４-９６参照。
１７ 近年では、学校での「強制的な」体験ボランティア活動もみられる。（津止・桜井（２００９）序章。）
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なる。さらに、こういった地域と学生層双方にメリットが生まれるSLの特徴は互
恵性であり、学習活動を展開する上で重視されている１８。

第２に、成果や効果についてである。実習・インターンシップ・フィールド調査

とSLと比較した場合、たとえば実習の場合、主たる目的は実習生の知識・技能の
向上であり、実習の成果における対象への影響はあまり考慮されない。しかし、SL
はそれとは異なり、サービスの結果が受け入れ側にどの程度貢献できたのかにも焦

点が当てられる。活動プログラムは地域のニーズに基づき構造化され、そのニーズ

に対するアプローチによってどのような学びを教室での学びにどのように結びつけ

るのかが重要になってくる１９。つまり、SLの目的や効果の議論から、社会人基礎
力に類する内面的な基本能力を獲得できたことで自分の成長を実感でき、社会人に

必要な資質を備えることができた（飯田（２０１８））ということができるであろう。

また、地域社会は、多様な人びとが生活し、現実的課題と日々直面している状況に

ある。このような地域社会の課題に大学が地域社会の人々とともに関わることの大

学及び地域社会のメリットに関して、逸見編（２０１７）は以下のように述べている。

「まず大学にとっては、地域の課題に対してこれまでの研究成果を活用できるこ

と」、「地域社会の人々との協働作業の結果が研究にフィードバックされること」、「学

生がこの地域社会の課題に取り組むことは、貴重な学生の教育の機会ともなる」２０。

また、逸見編（２０１７）では、Jacobyの論を紹介しつつ、SLの活動の整理を行っ
た。SLの特徴は以下のとおりである。第１に、活動の拠点が、サービスとラーニ
ングの中間に位置していることである。つまり、学生の社会的活動そのものが学習

になり、受け手側も何かの利益や学生から学ぶことがある。さらに、公共的活動か

私的活動か、という領域の観点から見ると、SLは公共的な色彩と私的な色彩の双
方を折衷的に持っているものである２１。

第２に、SLにおいては、社会的活動の前後の学習が極めて重要となる。それは、
社会的活動の意味や意義を理解し、活動をとおして課題を発見していくためには、

基礎概念や基礎知識が不可欠であり、また社会的活動を省察（reflection）するこ
とを通して自分の学びを深めていくためには、具体的事象を抽象化し、また相対化

し、再び概念として捉え直すことが重要な学習のプロセスだからである２２。その意

味で、学生の活動における「振り返り」を分析することは、単に学生からの活動に

１８ 時任、前掲、p.９５。
１９ 同上、p.９６。
２０ 逸見他（２０１７）p.１６３（詳細は、逸見の論稿の第１０章参照）。
２１ 逸見他（２０１７）p.１６３（詳細は、逸見の論稿の第１０章参照）。
２２ 逸見他（２０１７）pp.２０１-２０２。（詳細は、逸見の論稿の第１３章参照。）
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対するフィードバックをもらうだけでなく、活動自体の意義を理解し直し、地域社

会と大学側とが共有し、よりよい活動を展開するためにも不可欠なことである。以

降では、本ゼミの活動である「地域プロジェクト活動」を紹介するとともに、SL
からみた位置づけについて考察を行うことにする。

Ⅲ．「地域プロジェクト活動」の取り組み

３.１ 地域プロジェクト活動とは

「地域プロジェクト活動」とは、ゼミでの調べ学習及びフィールドワークを通し

て、地域の環境問題など地域課題を発見するとともに、学生の視点で考え、調べ、

まとめることで地域貢献につなげていく、学生提案型のゼミ活動のことである（図

１）。芳賀ゼミのモットーである「足で考える環境ゼミ」のもと、ゼミでの調べ学

習や学生間のディスカッション、現地での関係者へのヒアリング調査等を通じて地

域の課題を発見し、地域住民と大学生が連携しながら地域の人々への発信を行う。

地域住民やまちづくり団体の方々と連携しながら地域プロジェクト活動を展開して

いる。大学周辺の相浦（あいのうら）地域を中心にしながら、足元にある地域資源

や地域固有の良さを発見したり、地域において直面している課題について、参加学

生が活動を通して学びを深める。また、地域コミュニティに対してどの様な貢献を

なしうるのかを学生自らが考えることで、ゼミとして地域に根差した取り組みに挑

戦したものである。実際の活動例としては、大学周辺の川下地区のポイ捨てごみ問

図１ 地域プロジェクト活動

（出所）筆者作成。
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題や、自然・歴史・文化からみた相浦川と地域とのつながり、大学生の防災意識に

焦点を当てた活動や調査研究などがある２３。地域プロジェクト活動は２０１９年度が基

礎演習２年生のみ試行、２０２０年度から基礎演習２年生、専門演習３年生の双方で本

格始動したが、活動の位置づけや活動範囲の変化については、３.３を参照された
い。

３.２ 大学のゼミ活動で地域プロジェクト活動の取り組みを起案した背景

ゼミにおける地域プロジェクト活動の取り組みを起案するに至った背景には、以

下のものがある。

第１には、環境を取り巻く社会・経済の状況である。環境は人間にとってなくて

はならない、人間生存の基盤そのものである。これまで拡大を続け、膨大な規模と

なった人間活動が一層の広がりを見せ、そのことが有限な容量の地球環境の中で営

まれることで、多くの種類の環境問題をつくり出している。この人間活動の拡大が

今後も継続し、それぞれが利便性あるいは物質的な豊かさを求めて拡大していくな

らば、環境影響のみならず、資源の枯渇など、人間の生存と発達の基盤が壊されて

しまう２４。

「持続可能性」（サステイナビリティー、sustainability）という概念は、人間の
生存と発達を危うくする環境問題、経済問題、社会問題の出現を背景に生まれてき

た。現在の人間活動の姿が「持続可能ではない」という理解が深まってきたことか

ら、持続可能性は１９８０年代から認識されるようになってきた２５（植田・大塚編

（２０１５））。

最近になって、その「持続可能性」をますます危うくする状況が地球上で発生し

ている。近年、毎年のように大災害が日本を覆う。このような異常気象の大きな原

因が、気候変動の影響と言われている（蟹江（２０１９））。２０１５年１２月にパリで開催さ

れた国連気候変動枠組条約第２１回締約国会議（COP２１）では、２０２０年以降の温室
効果ガスの排出削減等に向けた取組を進めるための枠組みとしてパリ協定が採択さ

れ、２０１６年１１月４日発効した２６（環境省編（２０２０））。脱炭素社会に向けて舵を切っ

たものの、取り組みに向けて第一歩を踏み出したに過ぎない。また、地震や台風と

いった頻発する大災害により、停電が発生し、電気・水といったライフラインにも

２３ 長崎県立大学地域創造学部実践経済学科芳賀ゼミ（２０２１）p.３をもとに修正。
２４ 植田・大塚（２０１５）p.１２及びp.２１-２２。
２５ 植田・大塚（２０１５）p.１９。
２６ 環境省編（２０２０）p.２１及びp.２３。
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大きな影響を与えるなど、２１世紀の課題の多くが地域でも直面し、問題が増幅され、

解決が難しくなっている。

さらに、持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）２７の視
点を地域に落とし込んで具体的かつ実践的に取り組んでいく視点も求められる。

２０１４年１２月に、今後５カ年の目標や施策や基本的な方向を提示する「まち・ひと・

しごと創生総合戦略２８」が取りまとめられた。さらに、２０１７年１２月に閣議決定され

た２０１７年改訂版においては、「地方創生の一層の推進にあたっては、持続可能な開

発目標（SDGs）の主流化を図る」旨が記載された２９（村上他（２０１９））。加えて「SDGs
アクションプラン ２０１８」（２０１７年１２月２６日持続可能な開発目標（SDGs）推進本部
決定）における「日本の『SDGsモデル』の方向性」では、「SDGsを原動力とし
た地方創生、強靭かつ環境に優しい魅力的なまちづくり」が位置づけられた３０。こ

のような国内外の情勢を取り巻く状況や社会、地域課題に対して、本学で学ぶ学生、

地域住民を含め、全てのステークホルダーが向き合っていかなければならない状況

がある。

第２に、大学の教育と地域を取り巻く状況である。第１の論点でも前述した少子

高齢化や災害からの復興など、大学教育と社会とをつなごうとする際、社会の側に

おける様々な変化や新たな動向に、大学教育や大学生がどのように関わることがで

きるのかを考えることが重要である。

とりわけ地域における環境問題に関しては、環境の機能論との関連でいえば、人

間は、環境の自然資源供給者としての機能を破壊したり、ごみ問題のように自然が

同化・吸収してくれる容量の範囲を超える形で生じる環境汚染を引き起こす。ま

た、歴史的建造物や町並みの保存のような歴史的・文化的ストックは、私たちの生

活の環境を構成しており、豊かさや快適さをもたらしてくれるが、そういったもの

２７ 外務省HP「（JAPAN SDGs Action Platform）SDGsとは？」
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/about/index.html（最終閲覧日：２０２５年９月７日）

２８ 内閣官房・内閣府総合サイト「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（２０１４年１２月２７日）

https://www.chisou.go.jp/sousei/info/pdf/２０１４１２２７siryou５.pdf（最終閲覧日：２０２５年９月７日）
２９ 内閣官房・内閣府総合サイト「「まち・ひと・しごと創生総合戦略２０１７ 改訂版」の閣議決定について」

（本体）、２０１７年１２月２２日

https://www.chisou.go.jp/sousei/info/pdf/h２９-１２-２２-sougousenryaku２０１７hontai.pdf
（最終閲覧日：２０２５年８月２９日）及び村上他（２０１９）p.６４。

３０ 首相官邸HP（政策会議）SDGs推進本部「SDGsアクションプラン２０１８～２０１９年に日本の「SDGsモデ
ル」の発信を目指して－」〔持続可能な開発目標（SDGs）推進本部会合（第４回）資料１〕（２０１７年１２月
２６日）

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sdgs/pdf/dai４/siryo１.pdf（最終閲覧日：２０２５年９月７日）
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を破壊する行為も、環境破壊の１つの形態である。そもそも、環境とは主体を取り

巻く周囲にあり、主体との相互作用の関係にあるものをいう３１。環境は私たちと相

互作用の関係にあるため、環境を破壊することも、良い状態で保全することも、よ

り良い環境を創造することも、私たち次第である。

次節では、Ⅱ．で議論したSLの視点から地域プロジェクト活動の位置づけを述
べるとともに、活動の経緯や活動の性格の変化について概観する。

３.３ 地域プロジェクト活動と位置づけ・経緯及び活動の変化

３.３.１ SLと地域プロジェクト活動

SLは、前述の議論のようにサービス（社会貢献）とラーニング（学習）を組み
合わせた用語である。長崎県立大学では、「長崎のしまに学ぶ」（１年生必修科目）

のような問題解決型学習が全学的に展開しているとともに、学科毎に内容は異なる

ものの、インターンシップや海外ビジネス研修などの体験学習を実施している。そ

れらの科目は社会人基礎力を醸成する手法として一定評価されているものの、学年

によっては学生が培った「基礎学力」「専門知識」を身につける期間が短く活用・

応用する機会が少ないこと、各プログラムにおいて学生が社会とかかわる上での基

礎的なマナーや能動的な行動力の不十分さを指摘する声もある。

地域プロジェクト活動は、環境ゼミとしての特性を生かしつつ、地域において直

面する課題について参加する学生が活動を通して学びを深めるとともに、彼ら彼女

らが活動するコミュニティに対してどのような貢献をなしうるのかを、学生自ら考

えることで、ゼミとして地域に根差した取り組みに挑戦したものであるといえよ

う。

３.３.２ 地域プロジェクト活動の経緯及び活動の変化

２０１９年度試行、２０２０年度から本格始動した地域プロジェクト活動は２０２５年度で７

年目となる。その間の大まかな活動の流れを表にしたのが、表１である。

草創期の２０１９年度～２０２２年度（【第１期】）は、文献調査に加え、フィールドワー

クや地域住民及び学生に対するアンケート調査などの実施を通じて地域課題の現状

を整理、提案する形態が中心であった。このような形態をとらざるを得なかったの

が、２０１９年１２月に確認された新型コロナウイルス感染症（COVID-１９）であった。
活動範囲や行動制約がある中で、学内や大学周辺を中心にした活動であった。

３１ 詳細は、植田（１９９８）、植田・大塚（２０１５）参照。
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２０２３年５月８日からは新型コロナウイルス感染症が「５類感染症」になり３３、行

動制約が緩和されたこともあり、学生の活動範囲やフィールドワークの調査先も大

学周辺に限らず、長崎県内や福岡県内のヒアリング調査の実施や環境イベント実

施、２０２３年秋からは、基礎演習２年生（当時）が佐世保市の離島である高島をフィー

ルドに加え、海岸清掃活動や高島のまちづくり団体であるESPO（一般社団法人
高島活性化コンベンション協会）３４との意見交換を行った。２０２４年にはESPOの協

【表１】地域プロジェクト活動における主な活動内容（２０１９～２０２４年度）

（出所）橋本（２０２１）、橋本（２０２２）、橋本（２０２３）、橋本（２０２４）、橋本（２０２５）（※芳
賀執筆分）、及び長崎県立大学地域プロジェクト活動報告書（２０１９～２０年度）、
同（２０２１年度）、同（２０２２年度）、同（２０２３年度）をもとに筆者作成。

３２ 相浦川周辺及び相浦地区や飯盛神社等のフィールドワークは毎年実施している。

３３ 詳細は、厚生労働省HP「新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行後の対応について」
https://www.mhlw.go.jp/stf/corona５rui.html参照。（最終閲覧日：２０２５年９月８日）

３４ 詳細は、ESPO（一般社団法人 高島活性化コンベンション協会）HP参照。
https://espo.jp/（最終閲覧日：２０２５年９月８日）

時期 内 容

２０１９年度 【基礎演習】相浦川周辺及び相浦地区のフィールドワーク３２、文献輪読

２０２０年度 【基礎演習２年】学生自身による、大学周辺及び総合グラウンド等のポイ
捨てごみ調査
【専門演習３年】地域の人々にとっての相浦川（現地調査）

大学生向け災害対策（アンケート調査）

２０２１年度 【基礎演習２年】大学周辺のごみの分別について（現地調査）
【専門演習３年】相浦周辺のごみ問題と解決策の提案（現地調査）

SDGs普及・環境教育実践の提案（アンケート調査）
２０２２年度 【基礎演習２年】イベント「みんなであそぼうむかしあそび」企画

（２０２３年２月１８日（土））、佐世保独楽調査（佐世保独楽本舗聞き取り）
【専門演習３年】災害から命を守るための「備え」

相浦川の環境（現地調査・佐世保市聞き取り）

２０２３年度 【基礎演習２年】高島（歴史、漁業・水産加工）及び海ごみ現状の整理
～高島訪問、ESPOの皆様と海岸清掃活動及び意見交換（２０２３年１１月１１日、
２０２４年２月２４日）
【専門演習３年】木育班～佐世保独楽原料（マテバシイ）の植生調査

（世知原・平戸他）
防災班～福岡県、佐世保市などの聞き取り調査

環境イベント「遊ぼう！学ぼう！環境FESTA」を学生が企画運営
（２０２３年１１月２５日（土））

２０２４年度 【基礎演習２年】牽牛崎（佐世保市日野町）、相浦川 現地調査
→相浦川の生物多様性について

【専門演習３年】高島の海ごみ問題対応～高島訪問、ESPOの皆様や地域
住民との交流、意見交換（２０２４年１２月１４日、２０２５年２月２３日）
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力のもと、地元の保育園や幼稚園、小学校、高島分校の子供たちや保護者、地域住

民と長崎県立大学生（専門演習３年生）が一緒に海岸清掃活動実施や地域交流を行

う機会を得ることができた。２０２３年以降の地域プロジェクト活動は、地域住民の方々

や関心ある教職員、地方自治体の方々などに私たちの取り組みを知ってもらい、地

域の方々と大学が協働・連携して新たな取り組みに発展させていくものであり、【第

２期】と呼ぶことができよう。このように、地域プロジェクト活動は、外的な制約

がありながら、【第１期】から【第２期】へと活動の形を進化させてきたといえよう。

また、活動した内容は、２年生と３年生合同で学年横断合同発表会を１２月にゼミ

内で実施するとともに、佐世保校で主に専門演習（３年生）の学生を中心に、ゼミ

における研究成果を報告する合同ゼミ報告会に参加し、活動の成果を報告し、下関

市立大学の長濱ゼミを含め各ゼミの教員や学生からのフィードバックをいただき、

それをもとに年度末には「地域プロジェクト活動報告書」という冊子体にまとめて

いる。このような活動を行うことで、「地域貢献」「学習」に加え、関係者とのコミュ

ニケーションや議論を重ね、「振り返り」と地域の方へのフィードバックを行うこ

とで活動の成果と課題を共有することができるのである。

このような地域実践的な活動に学生が参画することにより、学生の学びや地域に

対するものの見方や学びに対する意識の変化があったのかの検討はされていない。

次章では、地域プロジェクト活動に参加した学生の意識に関するアンケート調査

に基づくテキストマイニング分析の方法について述べていく。

Ⅳ．分析方法～地域プロジェクト活動に参加した学生の意識に関するアンケー

ト調査に基づくテキストマイニング分析

４.１ 分析対象

地域プロジェクト活動が終了する時期に、芳賀ゼミ（環境経済学・環境政策論）

に所属していた基礎演習２年生及び専門演習３年生のゼミ生（２０２０年度～２０２４年

度）に対し、地域プロジェクト活動を振り返り、学生の意識について問うアンケー

ト調査である「芳賀ゼミ「地域プロジェクト活動」に関するアンケート調査」をGoo-
gleフォームにて実施した。

４.２ 分析方法

（１）テキストマイニング統計ソフト「KH Coder」

本稿における分析では、テキストマイニング統計ソフト「KH Coder」を使用し

長崎県立大学論集（経営学部・地域創造学部） 第５９巻第２号

140



た。KH Coderは２００１年に、樋口耕一によって開発された無料の解析ソフトのこと
であり、計量テキスト分析またはテキストマイニングのためのフリーソフトウェア

（自由ソフトウェア）である。アンケートの自由記述・インタビュー記録・新聞記

事など、さまざまなテキストの分析に使える３５。ここでは、テキストマイニング統

計ソフトであるKH Coderについて述べる。
一般に、テキストマイニングとは、質的データの中で特に文章型すなわちテキス

ト型のデータを分析する方法で、情報科学の分野で活発に研究が行われている３６。

このような捉え方をする背景には、社会調査データの分析におけるこれまでの経緯

がある。社会調査の分析の中で、これまで内容分析（content analysis）という、
文章・音声・映像などさまざまな質的データを分析するための方法が日本でも早く

から紹介されてきた（池内（１９５４）及び池内（１９５６））。しかしながら、データをい

くつかのカテゴリーに分類した上で、各カテゴリーのデータの個数を数え上げたり

といった計量的分析を行うことから、分類基準作成の非常に困難であるなどの理由

により、その後の普及・発展が十分に進んでいるとは言い難い（樋口（２０２０）p.１）。
それに対して、樋口耕一は、この内容分析の考え方に基づきつつ、コンピュータ

による自然言語処理や統計解析の技術を活用して分析を行う方法として、テキスト

マイニングの一種である「計量テキスト分析３７」を取り上げた。この計量テキスト

分析を実際に行うツールとして開発され、フリー・ソフトウェアとして公開されて

いるのが「KH Coder」なのである３８。
回収した回答結果をもとに、KH Coderを用いて２０２０年度～２０２４年度の学生の回

答分に関する言説分析を行った。

３５ KH Coder HP https://khcoder.net/ KH Coder
３６ 「テキストマイニング」に関しては、樋口（２０１４）の言及にもあるように、次々と概説書が公刊されて

いる。例えば藤井他（２００５）、那須川（２００６）、石田・金編（２０１２）、松浦・三浦（２０１４）、石田（２０１７）な

どがある。

３７ 樋口耕一によれば、「計量テキスト分析とは、計量的分析手法を用いてテキスト型データを整理または分

析し、内容分析（content analysis）を行う方法である。計量テキスト分析の実践においては、コンピュー
タの適切な利用が望ましい」（樋口（２０２０）p.１５）。「計量テキスト分析」という名称は、川端の研究によれ
ば当初は「コンピュータ・コーディング」という名称で呼ばれていたが、量的方法の利点を活かすことを

強調し、単なる「コンピュータ・コーディング」という言葉と区別するために計量テキスト分析という名

称が考案されている、という（樋口（２０２０）p.１２）。もともとの定義は、以下のとおりである。「計量テキ
スト分析とは、インタビューデータなどの質的データ（文字データ）をコーディングによって数値化し、

計量的分析手法を適用して、データを整理、分析、理解する方法である」（秋庭・川端（２００４）pp.２３５-２３６.）
なお、内容分析から計量テキスト分析への拡充の議論の詳細に関しては、樋口（２０２０）第１章参照。

３８ 詳細は、樋口（２０２０）及び樋口（２０２２）参照。
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（２）データの扱いについて

個人や性別は特定せず、回答者の発言のみを検出対象とした。データベースを作

成・登録し、すべての発言を形態素解析３９ツール（MeCab）によって単語に分割、
解析結果から得られる品詞情報を用いて、名詞（一般）と名詞（サ変接続）、地名、

動詞、形容詞を抽出した。

Ⅴ．分析結果及び考察

５.１ 分析結果

５.１.１ 地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化の有無

以下では、地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化の有無について、

グラフに基づいて分析する。図２は２年生、図３は３年生の回答結果をグラフで示

したものである（図２・図３参照）。

２年生に関しては、「意識の変化をかなり感じた」「少し感じた」を合わせると２０２２

図２ 地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化の有無（２年生）

（注）２年ゼミ生数は２０２０年度～２０２４年度の順に１０人、１０人、９人、９人、１０人であ
る。

（出所）アンケート調査に基づき筆者作成。

３９ 形態素解析とは、文章を「意味の持つ最小単位（＝形態素）」に分類する作業のことを指す。KH Coder
は「前処理」の中で、形態素解析と呼ばれる処理を行なうことで語を自動的に取り出している。分析を行

なうためには「前処理」を必ず実行する必要がある。基本的にKH Coderは、この形態素のことを「語」
と呼んでいる。たとえば「お風呂の泉質は満足です」という文を形態素解析すると、「お/風呂/の/泉/質/は/
満足/です/ といった結果になる（樋口他（２０２２）p.３０参照）。
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年度以降は約８９％となる。また、３年生に関しては、無回答者がいた２０２４年度を除

くと、「かなり感じた」「少し感じた」を合わせると１００％となる。また、学年ごと

で比較してみると、年度によって差はあるもの、２年生よりも３年生の方が、地域

プロジェクト活動実施前後の意識が大きく変化したことが読み取れる。

５.１.２ フィールドワーク実施前後の学生の意識の変化の有無

次に、図４、図５はフィールドワーク実施前後の学生の意識の変化の有無を２年

生および３年生それぞれに関してグラフで図示したものである（図４・図５）。

フィールドワークの実際の実施に加え、２０２３年度の３年生の時のように、学生が自

ら自主的に企画して、調査を行った際に、学生の意識の変化が顕著であることがわ

かる。

それは、２年生の多くが３年のゼミ生になり、２年次の経験を生かして活動を展

開したことや、２０２０年度～２０２２年度（第１期）は特に３年生が２０２１年度、２０２２年度

において学内外でグループによってはアンケート調査を行った。それに対して、２０２３

年度～２０２４年度は、前述の表１でも示したように、フィールドワークの範囲が広が

り、学生が自主的に聞き取り調査や視察などを行ったり地域住民向けのイベント開

催や離島での活動と地域住民と一緒に行うなど、地域住民と学生が連携して取り組

む機会が２０２３～２０２４年度（第２期）において増えたことが背景にあるとみられる。

図３ 地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化の有無（３年生）

（注）３年のゼミ生数は２０２０年度～２０２４年度の順に１０人、１２人、１０人、１２人、６人で
ある。

（出所）アンケート調査に基づき筆者作成。
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５.２ 地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化―テキストマイニング

を用いた分析―

ここでは、地域プロジェクト活動実施前後における学生の意識の変化について、

テキストマイニングを用いた分析を行う。KH Coderの共起ネットワークとは、よ
く一緒に用いられている語同士を、線で結んだネットワークである４０。地域プロジェ

図４ フィールドワーク実施前後の学生の意識の変化の有無（２年生）

（出所）アンケート調査に基づき筆者作成。

図５ フィールドワーク実施前後の学生の意識の変化の有無（３年生）

（出所）アンケート調査に基づき筆者作成。

４０ 樋口他（２０２２）p.３９。
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クト活動に関する質問に対する回答に含まれる語の関係性の強さを示す。図中で、

強い共起関係ほど太い線で描画、出現され、頻度の高い語句ほど大きな円で描画さ

れる。

５.２.１ ２年生、３年生を合わせたデータ

図６は、地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化に関して、２０２０～２０２４

年度、２年生、３年生のゼミ生の回答をもとに共起ネットワークを示したものであ

る。

分析の結果、抽出語としては、「地域」「活動」「考える」「知る」といった語彙の

表出がみられた。また、大学周辺への興味やものの見方の変化、現地で学び、イベ

ントのような現場での発信を行いながら交流や意見提案を行ったことへの着目もみ

られた。

また、防災関連でアンケートを行った学年・グループも複数あったことも回答に

反映していた。地域プロジェクト活動を経験することで、ものの見方が変わったり、

図６ 地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化に関する共起ネットワーク

（２０２０～２０２４年度、２年生、３年生）

Node:５０、Edge:５１ Density:０.０４２
（注）nodeは描画される語句の数、edgeは線で描画される共起関係の数、densityは

ネットワークの密度を示す。
（出所）筆者作成。
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地域への愛着が湧くといった回答もあった。

５.２.２ 地域プロジェクト活動実施後の学生の意識の変化（２０２０～２０２４年度、２

年生）

図７は、地域プロジェクト活動実施後の学生の意識の変化を２０２０～２０２４年度の２

年生の回答結果をもとに、共起ネットワークで描図したものである。

２年生に関しては、「地域」「知識」「得る」「考える」といったインプットへの意

識があるとともに、環境からの視点を学んだり、外部の専門家や地域の方々からの

お話を聞く機会もあったことが回答に反映されている。また、調べることにより知

る経験が得られ、興味を持つようになったり、グループ活動を通して協調すること、

様々な方面の方々と協力し、関係性を結んでいけたことが推測される。さらに、コ

ミュニケーション能力や発表を通じて現状や方法を伝え、課題解決について考える

姿勢が持てるようになったことが示唆される。

図７ 地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化に関する共起ネットワーク

（２０２０～２０２４年度、２年生）

Node:４２、Edge:６９ Density:０.０８０
（出所）筆者作成。
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５.２.３ 地域プロジェクト活動実施後の学生の意識の変化（２０２０～２０２４年度、３

年生）

図８は、地域プロジェクト活動実施後の学生の意識の変化を２０２０～２０２４年度の３

年生の回答結果をもとに、共起ネットワークで描図したものである。

３年生に関しては、「地域」「活動」の抽出が目立つが、「知識を得て行動につな

げる」「環境に興味、関心を持って調べる」に加え、佐世保に貢献する意識が芽生

えてきたことが推測される。

また、学生主体で防災への意識に関して地域の人々にアンケートを取る経験が反

映されている。また、３年生に特徴的なのが合同ゼミ報告会での発表がある中で、

グループで準備を進められたことも回答から垣間見える。それに加えて、３年生は

第２期に入って、２０２３年度にイベントを実施したことが回答に反映されている。さ

らに、ゼミのメンバーと現地を視察したり冊子を作成する経験をする中で提案や気

づきが得られたことが示唆された。

図８ 地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化に関する共起ネットワーク

（２０２０～２０２４年度、３年生）

Node:３８、Edge:６０ Density:０.０８５
（出所）筆者作成。
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５.３ 地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化－学年ごとの時期区分

間の比較－

本節では、地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化を学年ごとに時期

区分比較の観点から分析を試みる。

５.３.１ ２年生

図９は、地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化のうち、２年生にお

ける第１期（２０２０～２０２２年度）、第２期（２０２３～２０２４年度）の時期区分の比較を共

起ネットワークで描図したものである。５.２.２が語-語の共起関係を分析したのに
対して、語-外部変数見出し（ここでは時期区分）の共起関係を描図することによっ
て、第１期と第２期の学生の問題意識の変化の傾向を把握することができる。

第１期、第２期とも、地域について知り、考え、調べて発表するといった視点は

図９ 地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化に関する共起ネットワーク

（２０２０～２０２４年度、２年生、語-外部変数見出し）

Node:４０、Edge:６０ Density:０.０７７
（出所）筆者作成。
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共通である。一方、第１期では、ごみ問題や歴史的観点から佐世保に接近したトピッ

クについて調べ、取り組んだグループが複数あったことが反映されている。また、

意識を持つことや行動すること、気づくことといった視点が強いことが推測され

る。他方、第２期では、活動範囲の拡大に伴い、２０２３年度は２年生が離島である高

島での活動を行ったことから、そこから課題や地域の現状を理解し、課題発見や解

決に向けた姿勢を持つようになってきたことが示唆される。

５.３.２ ３年生

図１０は、地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化に関する学生の回答

のうち、３年生における第１期（２０２０～２０２２年度）、第２期（２０２３～２０２４年度）の

時期区分の比較を共起ネットワークで描図したものである。

第１期、第２期とも、地域で活動することにより、課題を抽出し、問題意識を持

図１０ 地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化に関する共起ネットワーク

（２０２０～２０２４年度、３年生、語-外部変数見出し）

Node:４４、Edge:６１ Density:０.０６４
（出所）筆者作成。
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つことや、大学周辺について知り、考え、調べて発表するといった視点は共通であ

る。一方、第１期では、環境について調べ、グループで取り組む機会を得ることや、

興味を持ち、貢献するといった視点が強いことが推測される。他方、第２期では、

活動範囲の拡大に伴い、イベント実施や地域活性化に向けた取り組みの反映に加

え、「愛着」や「思い」といった抽出語が注目される。単なる調べ学習にとどまる

ことなく、地域に主体的に参画し、活動を行っていくことにより、地域を知る機会

も増え、愛着や思いも芽生えてくることが示唆される。

図１１は、地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化に関する学生の回答

のうち、２年生、３年生全体における第１期（２０２０～２０２２年度）、第２期（２０２３～

２０２４年度）の時期区分の比較を共起ネットワークで描図したものである。

図１１ 地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化に関する共起ネットワーク

（２０２０～２０２４年度、２年生および３年生、語-外部変数見出し）

Node:４８、Edge:６０ Density:０.０５３
（出所）筆者作成。
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５.４ 地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化－学年間の比較－

本節では、地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化を２０２０～２０２４年度

全体の回答を通して、２年生と３年生の学年比較の観点から分析を試みる。

図１２は地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化に関する学生の回答の

うち、２０２０～２０２４年度における、学年間の回答傾向の比較を共起ネットワークで描

図したものである。

図１０、図１１でも回答傾向については指摘したが、外部変数見出しを学年ごとにす

ることで、語-外部変数見出しの関係がより顕著に表れる。
これらの分析から、地域プロジェクト活動の根幹部分に関しては２年生、３年生

とも共通の意識を持っている一方、２年生、３年生それぞれにおける活動内容やト

ピックも、回答に反映されていることが明らかになった。

図１２ 地域プロジェクト活動実施前後の学生の意識の変化に関する共起ネットワーク

（２０２０～２０２４年度、２年生と３年生の学年間比較、語-外部変数見出し）

Node:５３、Edge:６２、Density:０.０４５
（出所）筆者作成。
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Ⅵ．まとめと今後の課題

６.１ まとめ

本稿では、SL、PBLやALといった実践型演習教育の概念を整理するとともに、
類似概念の関係性やSLの位置づけについて既存研究をもとに検討した。また、学
生の意識について問うアンケート調査の回答結果をもとに集計するとともに、地域

プロジェクト活動を経験しての学生の意識の変化の有無について、テキストマイニ

ングを使用して簡易な言説分析を行った。２年生に関しては、地域プロジェクト活

動の経験を通じて環境や地域への問題関心を高めたり、調査研究の経験ができたこ

とを述べていた。また、３年生に関しては、これまでの大学生活やゼミでの経験を

活かしつつ、イベントや調査活動、離島での活動などより具体的かつ地域との接点

を深めながら活動する中で、問題関心や興味、地域への愛着を感じられるようにな

る学生も複数いた。さらに、今回の分析では十分触れられなかったが、学生への振

り返りアンケート項目の１つに挙げていた「地域プロジェクト活動の経験を個人と

してどう生かすか」という趣旨の質問に対し、地域との接点を持ちながら学生生活

を送ったり、活動の経験を就職活動や卒業論文につなげたい、という意見もあった。

地域プロジェクト活動の副次的効果として、問題意識の高まりに加え、実際に学生

の卒業論文研究につながったケースも見られる。

第１期は、コロナ禍の中での地域プロジェクト活動であり、活動範囲に制限があ

る中での実施も影響してか、調べ学習の域を出ておらず、本来目指している地域（住

民）を巻き込んで展開していく活動にまで至らなかった。それに対し、第２期では、

地域の方々の協力のもと、よりアクティブかつ地域と一体となった活動を展開し

た。他方、学生自身の感想からは、個人の資質向上や経験（体験）からのコメント

が多く、将来的な地域への積極的、継続的関与、参加、連携の意欲を分析からは十

分感じられなかった所が課題となっている。また。学生のファシリテーション能力

向上や、地域（周囲の人）を巻き込んで企画・運営する力といった資質向上にも課

題を残しており、地域を支える人材育成の観点からも地域プロジェクト活動の質向

上を目指していきたい。

６.２ 今後の課題

６.１でも指摘した、地域への積極的参加や人材育成に関しては、ゼミにおける
地域実践活動の枠組みやカリキュラム設計における理論的背景・根拠を持たせると

ともに、学生に地域プロジェクト活動の趣旨のみならず到達点を明確に伝えていく
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必要がある。伝統的学習と体験型学習をどのように連関させて学生の学びを深める

か、さらなる検討の必要性がある（飯田（２０１８））。そのために、教員のファシリテー

ション能力やゼミにおけるカリキュラム設計向上が求められる。

さらに、地域プロジェクト活動（大学のゼミでの教育実践）における評価手法の

開発や学生自体による地域プロジェクト活動の内省的な振り返りと次年度への橋渡

しの弱さがある。学生にアンケート調査の結果をフィードバックし、今後具体的な

活動を展開する際に、これまでの蓄積や理念を継承、発展していくのかが残された

課題である。

本稿は簡易な分析にとどまったので、分析を精緻化するとともに、地域プロジェ

クト活動実施における学生の意識の変化に関する要因分析が必要であり、今後も定

点観測を行っていきたい。
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時任隼平（２０２０）「第７章 地域と共に真正な学びを実現する、サービスラーニング」村上正行・
田口真奈編著『教育工学における大学教育研究』ミネルヴァ書房、pp.９３-１０４。

内閣官房・内閣府総合サイト「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（２０１４年１２月２７日）
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https://sun.ac.jp/shimanabiprogram/（最終閲覧日：２０２５年８月２８日）

長崎県立大学地域創造学部実践経済学科芳賀ゼミ（２０２１）「長崎県立大学地域プロジェクト活動
報告書」（第２版）、２０２１年１１月。

長崎県立大学地域創造学部実践経済学科芳賀ゼミ（２０２２）「２０２１年度 長崎県立大学地域プロジェ
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長崎県立大学地域創造学部実践経済学科芳賀ゼミ（２０２３）「２０２２年度 長崎県立大学地域プロジェ
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長崎県立大学地域創造学部実践経済学科芳賀ゼミ（２０２４）「２０２３年度 長崎県立大学地域プロジェ
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質と活用法』東京電機大学出版局。

橋本優花里（２０２１）「令和２年度 長崎県立大学学長裁量教育研究成果報告書（平成３１年度～令
和３年度）分野を超えた教員の連携による長崎県立大学版サービス・ラーニングプログラム
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和３年度）分野を超えた教員の連携による長崎県立大学版サービス・ラーニングプログラム
の確立―共生をテーマにした取り組み」２０２２年３月３１日
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（第２版）、ナカニシヤ出版。
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（日本比較教育学会）、第５９号、pp.１２０-１３９。
https://www.jstage.jst.go.jp/article/jces/２０１９/５９/２０１９_１２０/_pdf/-char/ja
（最終閲覧日：２０２５年８月２９日）
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サービス・ラーニングに基づく環境保全及び地域活性化の取り組みと
大学生の意識に関する考察－「地域プロジェクト活動」の事例をもとに－
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https://www.shidaikyo.or.jp/newspaper/online/２２５９/３_３.html（最終閲覧日：２０２５年８月２９
日）
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